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自己紹介 経歴

1960年横浜生まれ、昭和61年４月建設省下水道部に入省、その後、滋賀県下水

道課長、日本下水道事業団計画課長、国土交通省下水道部下水道事業調整官、
流域管理官、下水道事業課長等を歴任し退職、(株)日水コン・技術統括フェローを

経て、令和二年４月より東京大学大学院都市工学専攻下水道システムイノベーショ
ン研究室特任准教授 博士(環境科学・東北大学)

東北大学特任教授(客員) 中央大学研究開発機構・教授

主な著書
〇上下水道事業のPPP/PFIの制度と実務
〇下水道イノベーションセミナー@本郷 講演集
〇コンセプト下水道
〇コンセプト下水道2
〇 フランスの上下水道経営 代表執筆者2020.5
〇新しい上下水道事業 再構築と産業化 2018.8.
〇3.11東日本大震災を乗り越えろ「想定外」に挑んだ下水道人の記録2013.2





国交省関係委員等
WATER-PPPガイドライン委員
上下水道地震委員会委員
処理場維持管理AI座長
下水汚泥農業利用官民協議会・副座長、案件形成アドバイザー
ISO/TC282国内審議委員会委員

下水道協会 GX委員会委員長
PPP第三者モニタリング

下水道新技術推進機構 雨水管理委員会委員
自治体公式委員・アドバイザー
秋田県及びワンあきた

横浜市 三浦コンセッション株・委員
埼玉県(道路陥没原因究明)
神奈川県葉山町 須崎コンセッション評価委員
東京都調布市
新潟県糸魚川市 長野県小諸市
高知県須崎市 埼玉県
山口県宇部市 神奈川県三浦市
大分県大分市 熊本県荒尾市

民間企業との共同研究・
アドバイザー業務、勉強会



下水道の事業主体は市町村
(流域下水道のみ都道府県)
※民間ではない

下水道法三条

第三条 公共下水道の設置、改築、修繕、維持
その他の管理は、市町村が行うものとする。



6※水道公論57巻第1号 調査報告「上下水道事業運営の多様性」 EY福田・関、東大加藤執筆よ
り引用

自治体事業 民営化事業
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汚水処理関連三省の役割分担
集合的な施設と、個別施設の長所・短所





下水道法 10条 インフラ最強の条文
接続義務と独占性





ものづくり

メンテ情報

の蓄積

ものづくり改善
自治体との対話

形式知と暗黙知

イノベーション

新たなニーズやアイデア

維持管理起点、「もの」から「コト」「知識」へ
→新たな「ものづくり」のマネジメントサイクル

規模の経済の限界

分業制という水業界の組織構造の限界



埼玉県・八潮市の道路陥没～下水管の老朽化の関連の可能性～



下水道の設置年度別の管路延長:総延長は49万km 



水道 と 下水道

下水道には

公共事業的性格
と

サービスインフラ的性格



建設費と維持管理費
の財源の考え方

大原則は
雨水公費・汚水私費



建設費1兆5000億円(年間) は、
国(補助金約5000億円)と
自治体みずからが

借金して確保する

→ただ、借金の返済財源は
雨水公費・汚水私費

雨水も汚水も「建設」財源は国費と借金



なぜ、市町村の
下水道建設に国が
財政支援するのか？



国費ベースの下水道予算額等(事業費は3倍程度)

水道は約300～400億円

補正含めて750億円程度

補正次第



下水道の資金の流れ
補助対象施設でも約半分は自治体が借金で賄う
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建設が終わったら必要になる

管理運営費

維持管理費

電気代、人件費、修繕費

資本費？

建設段階の借金返し
(約25年)

あなたのマンションは？



管理運営費用

汚水と雨水

で財源が異なる



汚水 ►個人使用料

雨水 ►市町村税金

雨水公費 汚水私費







なぜ、官民連携PPPへ舵取りするのか？





広域化・インフラ統合

省エネ

資源利用PPP

三 位 一 体

DXによる
効率化・統合

ボリューム
確保に特に

重要

政策のドライブ必要



PPPにより民間事業が主役に



〇複数年契約で、
〇やり方は自由に

(ただし、一定の成果を求める)

民間に任せる

「包括的民間委託」

仕様規定⇒性能規定へ
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法律上の責任と施設の所有権は自治体の
ままでも、運営権まで民間に渡す

→コンセッション

単年→20～30年契約



地方公共団体 PFI事業者

運営権設定

料金支払

運営権

金融機関
投資家

対価支払

抵当権設定

施設
所有権

融資
投資

サービス提供

利用者



PPPの類型



浜松
ヴェオリア・ジャパン合同会社
ヴェオリア・ジェネッツ株式会社
月島JFEアクアソリューション株式会社
オリックス株式会社
須山建設株式会社
東急建設株式会社

三浦
前田建設工業株式会社（筆頭株主）
東芝インフラシステムズ株式会社
株式会社クボタ
日本水工設計株式会社
株式会社ウォーターエージェンシー

宮城
ヴェオリア・ジェネッツ株式会社、メタウォーターサービス株式会社、メタウォ
ーター株式会社、オリックス株式会社、株式会社日立製作所、株式会社日水コン
、株式会社橋本店、株式会社復建技術コンサルタント、産電工業株式会社、東急
建設株式会社（10社）





浜松市におけるコンセッション導入について

35

＜事業概要＞
人口：80.6万人
対象事業：処理場（1箇所）・ポンプ場（2箇所）（西遠処理区＝浜松市内最大処理区）

の維持管理・機械設備改築更新
事業期間：20年間

＜運営権者＞
浜松ウォーターシンフォニー株式会社
（ヴェオリア・ジャパン、ヴェオリア・ジェネッツ、JFEエンジニアリング、
オリックス・須山建設・東急建設が設立した特別目的会社）

浜松市

西遠浄化センター

阿蔵中継ポンプ場

浜名中継ポンプ場

西遠処理区

平成25年度 導入可能性調査

平成26年度 デューデリジェンス実施

平成28年2月
下水道条例の一部改正案提出
下水道条例改正
実施方針の策定

平成28年4月～ 西遠流域下水道移管（包括的民間委託）

平成28年5月 事業者公募

平成29年10月 運営権設定・実施契約締結

平成30年4月 コンセッション事業開始

＜事業対象施設の位置図＞ ＜スケジュール＞



► ,内製化・・・・研修と 地元企業

電気代・・・・入札と省エネ機器

人件費・・・業務改善・施設統合と研修
※担当者数の削減50→？

※GKPチーム市民科学HPより引用

市民との交流

参考 「下水道コンセッションで何が変わったのか」 加藤、福田 水道公論第56巻
1号



須崎市における地域創発型PPP～過疎地域先導モデル
複・複事業を推進するバンドリングとAIで効率アップ

代表企業 NJS 構成企業 四国ポンプセンター 日立造船中国工事 四国銀行

民間資金等活用事業推進機構



• 体制の強化・効率化の効果を得るためには一定以上の事業規模が必要

① 直接運営（実体を保有するSPC）の実現

・・・・ 株主企業各社の人材・ノウハウを共有、一体感・強固なガバナンス

② 運転・保守人員の効率的な配置（業務の統合・共通化）

・・・・ 広域管理体制の構築、統合型広域監視制御システムの構築
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 9事業バンドリングのメリット

東大WEBセミナー酒井氏資料宮城県・上下工水一体・広域型コンセッション



三浦市下水道コンセッション(処理場・管路含むフルコンセッション)



民間の強みとは「何だろう」
コストカット等の経営意識

公務員の異動・人事体系と異なる？

組織・所掌分野の柔軟性

特別サービス※セット販売クーポ
ン議会がない、柔軟・スピード

市境がない

コスト意識・経営感覚



荒尾市 経営権の維持

民間に包括
委託

公共性を担保しつつ最大限に民間を活用できるモデル

調
査
企
画

長
期
計
画

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

経営・計画

総
務
関
連

人
事
関
連

財
務
関
連

管 理
危
機
管
理

管理支援

・各管理業務の補助
・技術継承支援

経営・計画支援

・アセットマネジメント
・施設再構築計画策定など

営業統括

窓
口

検
針

料
金
徴
収

滞
納
整
理

建 設設
計施

設
管
路

給
水
審
査

見
学
対
応

設計建設統括

監
視
・
巡
回

水
質
検
査

宿
直

日
常
保
全

修
繕

漏
水
調
査

管
路
事
故
対
応

薬
品

消
耗
品

光
熱
水

通
信

運転管理 施設保全管理 ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ管理

維持管理統括 危
機
管
理
対
応
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公
共
が
行
う
の
が

望
ま
し
い
業
務

民
間
が
行
う
事
が
で
き
る
業
務

水道の管理に関する技術上の業務に対し
第三者委託を設定（水道法第24条の3）

荒尾市・水道(最も民間に任せた包括)



「包括的民間委託レベル1～3」 の効果について
定量的な分析はほぼないが

→インタビュー等からの課題

●期間が短い・・投資回収、雇用、
人材育成

●建設と管理がバラバラで非効率

⇒とはいうものの、
運営権を渡す「コンセッション」はハードルが
高く、議会や市民の反対がありうる



浜松市提供資料

長期契約、建設・管理の一体のメリットによる投資の例

















●仕組みとしてセットしておけば発動は必須ではない

●0対10でも良い

※ただし、官の取り分は「市民への還元」という意義
もある
●4条削減あっても、分配は3条でのやりとり

プロフィット・シェア











下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン（第2.0版）より















PPPの先進国・フランスの状況

水道>下水道

大都市>中小都市

建設と管理の分離＆連携

期間は12年程度

ノートル法による広域化



南フランスの都市ペルピニャン中心とする
広域組合の発注による上下一体コンセッション



ドイツ150年の官民融合組織で地域経営

(民法上の会社組織かつ自治体条例に基づく事業体

コンセッション
契約など

※水道公論 第56巻第8号 調査報告「分野横断型の連携モデル」EY関 東大・加藤より引用

※社長は民間公募が一般的

シュタットは
50%以上が要件



共通化による効率性アップの例

水道、ガスなどの一体管
理のための中央監視室



かほく市資料





新潟県糸魚川市

官民出資会社の設置による上下水・ガス一体型PPP





PPPを追い風に
官×民 融合組織

の躍進
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東京下水道サービス株式会社

北九州ウォーターサービス

官100%
クリアウォータOSAKAー株式会社 大阪市
横浜ウォーター株式会社 横浜市

群馬東部水道サービス株式会社など

水みらい広島・小諸

変化に強く官民連携時代に合理的
台頭が期待される官民出資会社の例





県外ビジネスの立役者は企業のDX力



関、加藤(水道公論2023)より

全県型 秋田モデル





利益確保

品質確保
優しい料金

Affordability確保

魔法の三角形



ご静聴ありがとうこざいました
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